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　　建設投資とクズネッツサイクル
The Construction Investment
and the Kuznets Cycle
村　田　　　治 　
The mechanics of the Kuznets cycle are as yet not well known.
In particular, studies about what factor drive the Kuznets cycle, have
yet to be conducted.
In the paper, we would like to clarify what drives the Kuznets cycle.
The conclusion of this paper is that the main engines of the Kuznets
cycle are both the interaction between the number of family and the
population, as well as the relationship of the construction investment
to the number of family. In addition we show the cyclical relationship



















































































































































































































































7) 両者の相関係数は 0.918 と極めて高い値となっている。実質ベースの非住宅建設投資のデータ
は、国土交通省ホームページの「建設投資見通し」の非住宅の実質値の計数を用いている。ただ
し、この計数は 1960 年度以降しかないため、1958 年度と 1959 年度については、「国民経済
計算」平成 12 年確報の 1960～64 年の総固定資本形成と非住宅建設投資の計数の比率の平均
値から遡及している。また、この計数は民間部門と政府部門を加えた値となっている。さらに、
着工床面積と実質ベースの計数ともに年度データを用いている。























　 R2 = 0:817
9) 実際、両者の相関係数は 0.823 と高い値となっている。
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山 谷 山 山と山の期間 谷と谷の期間
1973 年 1978 年 1990 年 17年 23 年1990 年 2001年 2006 年 16 年







10) 実質ベースの非住宅建設投資についても、山から山の平均期間は 18 年、谷から谷の平均期間も
18 年と計算される。
11) 山から山の周期と谷から谷の周期の加重平均値である。






























































14) 周期の強度が 5.0E+13 以上となっている周期 32 年～36 年の周期の強度をウェイトとして平
均周期を求めると 34.05 年となる。
15) 第 3 図で周期の強度が 7000000 以上となっているのは周期 17 年～20 年である。さらに、周
期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 18.5 年となる。



















































　　 R2 = 0:631
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舗については 23.0年と 28.5年が求まる20)。この店舗の 23.0年周期は、他の
非住宅建設とほぼ同じような周期であるが、28.5年周期については事務所と工
17) 第 6 図において、事務所の周期の強度が 6.0E+12 以上となっているのは周期 17 年～24 年で
あり、周期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 20.45 年となる。また、工場・作業場
の周期の強度が 1.6E+13 以上となっているのは周期 18 年～23 年であり、周期の強度をウェ
イトとして平均周期を求めると 20.51 年となる。
18) 同じく第 6 図において、事務所の長期の周期の強度が 3.0E+12 以上となっているのは周期 33
年～35 年であり、周期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 34.06 年となる。また、工




20) 第 7 図において、倉庫の周期の強度が 5.0E+12 以上となっているのは周期 16 年～20 年であ
り、周期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 18.0 年となる。また、店舗の周期の強度
が 1.8E+12 以上となっている周期 21 年～25 年の平均周期を求めると 22.99 年となり、さら
に、周期の強度が 2.0E+12 以上となっている周期 27 年～30 年の平均周期を求めると 28.46
年を得る。
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21) 世帯数の計数は村田（2010）のデータを用いている。また、トレンド除去後の GDP について
は、内閣府ホームページの「国民経済計算関連統計」に掲載されている実質系列（年度）データ
を用いた。この統計表には、68SNA 平成 2 年基準では 1955 年度～2000 年度までの計数が、
また、93SNA 平成 12 年（連鎖価格）基準では 1980 年度以降の計数が掲載されている。これ
を期間の重なっている 1980 年度～1982 年度の両計数の比率の平均値を用いて 93SNA デー
タを 1969 年まで遡及した。その上で、3 次多項式トレンドを適用して、トレンド除去後の実質



















































































































































































22) 世帯数階差のクズネッツサイクルの谷は 1962 年、1974 年、1999 年となっている。
23) 工場・作業場着工床面積のクズネッツサイクルの谷は 1963 年、1978 年、2001 年となってい
る。




































































































































































25) 事務所着工床面積のクズネッツサイクルの谷は 1965 年、1980 年、1997 年となっている。
26) 事務所着工床面積の山は 1970 年と 1989 年である。
27) 倉庫着工床面積クズネッツサイクルの谷は 1964 年、1983 年と 2001 年、山は 1972 年と 1990
年である。また、この平均周期は第 7 図の周期解析の結果とほぼ同じである。
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¡0.2369t3、　 R2 = 0:915
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谷 山 谷 谷と谷の期間 山と山の期間
1965 年 1971年 1983 年 18 年 19 年1983 年 1990 年 2000 年 17年




























































































































































































































































































































































経済学論究第 65 巻第 1 号
第 3 表　非住宅建設ストッククズネッツサイクルのクロノロジー
山 谷 山 山と山の期間 谷と谷の期間
1961年 1965 年 1972 年 11年 20 年1972 年 1985 年 1994 年 22 年




















35) この平均周期は、第 13 図の民間非住宅投資の平均周期 18 年とほぼ同じ値である。
36) 国民資産・負債残高表では、非住宅建設純投資ではなく「住宅以外の建物」の資本取引額と表記
されている。1970 年以降のデータしかないので、1970 年～2007 年のデータで減価償却率を
求める。
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注 8、脚注 29、および脚注 21 を参照されたい。
40) 両者の相関係数は 0.887 ときわめて高い値となっている。
41) 住宅投資と非住宅建設投資のトレンド線については、本稿脚注 8 と脚注 29 を参照されたい。ま
た、建設投資=住宅投資+非住宅建設投資 の関係が成立しているので、ここでもトレンド除去後
の建設投資の計数は、住宅投資と非住宅建設投資のトレンド除去後の係数を加えて求めている。
42) 住宅投資の第 1 の山は 1975 年、第 2 の山は 1993 年となっている。また、非住宅建設投資の
第 1 の山は 1971 年、第 2 の山は 1990 年である。





















































































































































谷 山 谷 谷と谷の期間 山と山の期間
1964 年 1972 年 1983 年 19 年 19 年1983 年 1991年 2001年 18 年






















注 23 と本稿脚注 30 を参照されたい。
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山 谷 山 山と山の期間 谷と谷の期間
1961 年 1968年 1976 年 15 年 18 年
1976 年 1986 年 1994 年 18 年
18 年1994 年 2004 年 ― ―



















とほぼ 1 に近い値をとっている。村田（2010）の第 2 図をも参照されたい。
48) 第 4 表と第 5 表から、建設投資と建設ストックのクズネッツサイクルの周期は、それぞれ 19
年、17 年となっている。したがって、この約 4 分の 1 周期を求めると、それぞれ 4.75 年と
4.25 年と計算される。
49) 第 22 図から、GDP クズネッツサイクルの谷は 1963 年、1983 年、2001 年で、山は 1971
年、1991 年と求まる。このことと第 5 表を考慮すると、GDP クズネッツサイクルは建設ス
トッククズネッツサイクルに平均で 4.5 年先行して変動していることがわかる。
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